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日
本
に
お
け
る
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ

原
則
の
適
用

─
─
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
容
器
包
装
廃
棄
物
協
定
と
の
比
較
検
討
─
─

ト
レ
ン
チ
ネ
ラ
・
チ
ア
ゴ

は
じ
め
に

　

プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
は
、
一
九
七
〇
年
代
の
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
化
学
業
界
に
お
い
て
誕
生
し
、
一
九
九
〇
年
代
に

ク
リ
ン
ト
ン
政
権
下
に
お
け
る
政
策
原
則
と
し
て
一
般
廃
棄
物
業
界
に
導
入
さ
れ
た
。
現
在
、
い
く
つ
か
の
国
に
お
い
て
プ
ロ
ダ
ク

ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
が
適
用
さ
れ
て
お
り
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
容
器
包
装
廃
棄
物
制
度
は
こ
の
一
例
で
あ
る
。
日
本
で

は
、
実
務
上
、
同
原
則
が
特
に
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
で
導
入
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。

　

日
本
に
お
い
て
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
は
、
拡
大
生
産
者
責
任
（
以
下
「EPR

」
と
い
う
）
と
は
異
な
り
、

廃
棄
物
政
策
に
お
け
る
理
論
面
に
お
い
て
従
来
ほ
と
ん
ど
扱
わ
れ
て
こ
な
か
っ
た
問
題
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
日
本
に
お
け
る
同
原
則

の
適
用
上
の
諸
問
題
を
指
摘
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
際
、
同
原
則
に
関
し
日
本
よ
り
も
先
進
的
な
制
度
を
導
入
し
て
い
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る
国
と
比
較
検
討
す
る
こ
と
が
一
つ
の
有
益
な
手
法
で
あ
る
。
そ
こ
で
本
稿
で
は
、
一
九
九
〇
年
代
よ
り
個
別
廃
棄
物
に
対
し
て
プ
ロ

ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
を
適
用
し
て
い
る
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
を
比
較
検
討
の
対
象
と
す
る
。

　

つ
ま
り
本
稿
の
目
的
は
、
日
本
の
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
に
お
け
る
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
の
特
徴
と
そ
の

問
題
点
を
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
制
度
と
の
比
較
検
討
を
通
じ
て
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
あ
る
。

　

も
っ
と
も
、
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
上
の
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
の
適
用
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
に
あ
た
り
、

諸
外
国
の
容
器
包
装
廃
棄
物
制
度
か
ら
示
唆
を
得
る
こ
と
は
、
対
象
廃
棄
物
の
性
質
上
の
相
違
か
ら
、
効
果
的
で
は
な
い
と
批
判
さ
れ

る
こ
と
も
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
今
日
、
日
本
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
い
ず
れ
で
も
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
が
適

用
さ
れ
て
い
る
た
め
、
同
原
則
の
在
り
方
や
適
用
の
仕
方
の
比
較
が
可
能
と
な
る
と
思
わ
れ
る
。
以
上
か
ら
、
本
稿
の
検
討
は
、
小
型

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
実
施
・
運
用
又
は
改
正
の
際
に
有
益
な
示
唆
を
提
供
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

一　

プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
と
は
何
か

　

｢

プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ｣

と
い
う
言
葉
は
、
化
学
製
品
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
に
お
け
る
環
境
、
労
働
者
、
消
費
者

へ
の
影
響
の
評
価
方
針
と
し
て
、
一
九
七
〇
年
、
米
国
の
ダ
ウ
・
ケ
ミ
カ
ル
社
に
よ
っ
て
名
付
け
ら
れ
た
の
を
端
緒
と
す
る
。
一
九
八

〇
年
代
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
と
い
う
表
現
は
、
国
際
化
学
工
業
協
会
協
議
会
が
管
理
運
営
し
て
い
る
レ
ス
ポ
ン
シ

ブ
ル
・
ケ
ア
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
り
世
界
的
に
知
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
の
こ
と
は
、
環
境
と
開
発
に
関
す
る
国
際
連
合
会
議
で

採
択
さ
れ
た
ア
ジ
ェ
ン
ダ
二
一
の
一
九
・
八
、
一
九
・
四
七
及
び
三
〇
・
三
に
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

一
九
九
六
年
、
米
国
ク
リ
ン
ト
ン
大
統
領
の
持
続
可
能
開
発
委
員
会
（Presidentʼs Council on Sustainable D

evelopm
ent

、

以
下
「PCSD

」
と
い
う
）
は
、
化
学
業
界
の
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
概
念
を
消
耗
品
・
廃
棄
物
政
策
に
適
用
し
た
。

（
1
）

（
2
）

（
3
）



日本におけるプロダクト・スチュワードシップ原則の適用

（阪大法学）68（1-181）　181 〔2018. 5 〕

同
委
員
会
は
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
の
下
で
製
品
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
に
お
け
る
全
て
の
関
係
者
（
製
造
業
者
、
消

費
者
、
最
終
処
分
事
業
者
な
ど
）
が
製
品
・
廃
棄
物
の
環
境
へ
の
影
響
に
対
す
る
責
任
を
分
担
し
て
負
う
原
則
と
し
て
把
握
し
た
。

PCSD
に
大
き
な
影
響
力
を
も
つ
米
国
の
産
業
界
は
、EPR

よ
り
負
担
が
少
な
く
責
任
を
分
散
で
き
る
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ

ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
を
支
持
し
た
。

　

同
原
則
の
下
で
は
、
自
治
体
は
使
用
済
み
製
品
を
回
収
・
処
理
し
、
製
造
業
者
は
製
品
の
設
計
・
製
造
の
段
階
で
の
み
関
与
す
る
こ

と
に
な
る
。
そ
の
結
果
、
製
造
業
者
は
、
例
え
ば
、
リ
サ
イ
ク
ル
可
能
な
製
品
を
製
造
す
る
こ
と
や
、
有
害
物
質
を
含
有
し
な
い
製
品

を
製
造
す
る
責
任
を
負
う
が
、
使
用
済
み
段
階
で
は
負
担
が
な
い
こ
と
に
な
る
。
換
言
す
れ
ば
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ

プ
が
適
用
さ
れ
る
と
、
生
産
者
の
責
任
の
発
生
場
面
は
製
品
の
設
計
・
製
造
段
階
で
あ
り
、
自
治
体
の
廃
棄
物
処
理
責
任
に
は
何
ら
の

変
更
も
生
じ
な
い
こ
と
に
な
る
。

　

従
来
、
リ
サ
イ
ク
ル
・
廃
棄
物
政
策
に
お
い
て
は
、EPR

原
則
が
採
用
さ
れ
て
き
た
。O

ECD

に
よ
れ
ば
、EPR

は
、
生
産
者
が
、

自
治
体
の
代
わ
り
に
、
使
用
済
み
製
品
を
、
物
理
的
も
し
く
は
経
済
的
に
、
全
部
も
し
く
は
部
分
的
に
、
管
理
す
る
責
任
を
負
う
原
則

で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、EPR

政
策
の
も
と
で
の
生
産
者
の
責
任
の
発
生
場
面
は
製
品
の
使
用
済
み
段
階
に
あ
り
、
自
治
体
の
廃
棄

物
処
理
に
つ
い
て
、
全
部
又
は
一
部
、
物
理
的
又
は
金
銭
的
な
責
任
が
生
産
者
に
転
嫁
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

二　

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
容
器
包
装
廃
棄
物
対
策
制
度

　

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
は
、
容
器
包
装
廃
棄
物
の
対
策
制
度
は
、
法
律
で
は
な
く
、
政
府
と
事
業
者
間
の
協
定
で
も
っ
て
規
定
さ
れ
て

い
る
。
一
九
九
九
年
に
第
一
次
全
国
容
器
包
装
協
定
が
締
結
さ
れ
、
二
〇
〇
五
年
版
、
二
〇
一
〇
年
版
を
経
て
、
最
新
の
二
〇
一
七
年

版
協
定
に
お
い
て
も
基
本
的
に
同
様
の
仕
組
み
が
継
続
し
て
い
る
。
協
定
の
対
象
者
は
、
ブ
ラ
ン
ド
・
オ
ー
ナ
ー
、
容
器
包
装
に
関
連

（
4
）

（
5
）

（
6
）

（
7
）

（
8
）
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す
る
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
事
業
者
及
び
当
該
業
者
の
団
体
で
あ
る
。

　

容
器
包
装
協
定
は
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
を
採
用
し
て
い
る
と
明
記
し
て
お
り
、
製
品
の
設
計
・
製
造
段
階
に
お

い
て
、
資
源
の
有
効
利
用
の
観
点
か
ら
、
リ
サ
イ
ク
ル
可
能
な
容
器
包
装
と
す
る
こ
と
で
資
源
回
収
に
貢
献
し
、
廃
棄
物
の
悪
影
響
を

低
減
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
業
界
の
当
事
者
は
、
自
社
製
品
の
容
器
包
装
を
回
収
、
リ
サ
イ
ク
ル
す
る
こ
と
で
は
な
く
、
行

動
計
画
と
進
捗
状
況
に
つ
い
て
の
年
次
報
告
書
を
通
じ
て
、
協
定
の
目
的
を
達
成
す
べ
く
講
じ
た
措
置
を
開
示
す
る
基
本
的
な
義
務
を

負
う
。
容
器
包
装
廃
棄
物
の
回
収
と
処
理
（
リ
サ
イ
ク
ル
を
含
む
）
は
、
自
治
体
の
役
割
で
あ
る
。
ま
た
、
当
事
者
は
会
費
を
支
払
わ

な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
会
費
は
協
定
基
金
の
財
源
と
な
る
。
協
定
基
金
は
、
協
定
自
体
の
運
営
だ
け
で
は
な
く
、
自
治
体
又
は
当
事
者
の

廃
棄
物
管
理
や
リ
サ
イ
ク
ル
を
促
進
す
る
た
め
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
充
て
ら
れ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

　

二
〇
一
七
年
以
降
、
協
定
制
度
は
、
当
事
者
全
体
を
代
理
す
る
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
容
器
包
装
協
定
機
構
有
限
会
社
（A

ustralia 

Packaging Covenant O
rganization Ltd.

、
以
下
「A

PCO

」
と
い
う
）
に
よ
り
運
営
さ
れ
て
い
る
。
同
社
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ

ア
証
券
投
資
委
員
会
に
登
録
さ
れ
て
お
り
、
ブ
ラ
ン
ド
・
オ
ー
ナ
ー
代
表
、
事
業
者
団
体
代
表
及
び
独
立
理
事
で
構
成
さ
れ
る
理
事
会

に
よ
り
管
理
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
当
事
者
の
協
定
順
守
の
監
視
、
協
定
制
度
に
基
づ
く
戦
略
計
画
書
の
作
成
、
同
制
度
の
評
価
な
ど

の
役
割
を
果
た
す
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

　

協
定
の
進
捗
状
況
は
、（
一
）
資
源
効
率
（Resource Efficiency

）、（
二
）
埋
立
所
低
減
（Landfill M

inim
ization

）
と
（
三
）

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
（Leadership

）
と
い
う
三
つ
を
柱
と
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
目
的
、
優
先
措
置
及
び
主
な
達
成
指
標
（K

ey Per-

form
ance Indicators - K

PI

）
に
よ
っ
て
測
定
さ
れ
る
。
資
源
効
率
の
下
で
用
い
ら
れ
るK

PI

の
一
例
と
し
て
、
容
器
包
装
に
再
生

し
た
材
料
を
組
み
入
れ
る
当
事
者
の
割
合
が
挙
げ
ら
れ
る
。
協
定
は
、A

PCO
がK

PI

に
基
づ
く
協
定
制
度
の
総
合
年
次
実
績
報
告

書
を
公
表
す
る
旨
の
条
項
を
定
め
て
い
る
。
同
報
告
書
の
結
果
は
、
当
事
者
が
作
成
す
る
行
動
計
画
と
年
次
報
告
書
と
同
様
に
、
独
立

（
9
）

（
10
）

（
11
）

（
12
）

（
13
）

（
14
）

（
15
）

（
16
）
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監
査
に
よ
り
確
認
さ
れ
る
。

　

協
定
の
締
結
は
義
務
付
け
ら
れ
て
い
な
い
た
め
、
同
制
度
に
加
盟
し
な
い
ブ
ラ
ン
ド
・
オ
ー
ナ
ー
が
、「
タ
ダ
乗
り
」
に
な
る
お
そ

れ
が
あ
っ
た
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
全
て
の
自
治
体
は
、
容
器
包
装
に
関
す
る
全
国
環
境
保
護
措
置
（N

ational Environm
ent 

Protection M
easure for U

sed Packaging M
aterial - N

EPM
 U

PM

）
を
通
し
て
、
か
か
る
お
そ
れ
を
防
止
す
る
た
め
の
統
一

的
な
法
律
を
立
法
す
る
こ
と
で
一
致
し
た
。
こ
の
結
果
、
協
定
に
加
入
し
な
い
ブ
ラ
ン
ド
・
オ
ー
ナ
ー
に
も
、N

EPM
 U

PM

に
基
づ

く
州
法
が
適
用
さ
れ
、
自
社
に
関
連
す
る
容
器
包
装
を
回
収
し
、
処
理
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
る
。

　

K
PI

と
共
に
、
協
定
は
達
成
す
べ
き
多
数
の
目
標
を
設
け
て
い
る
。
そ
の
例
の
一
つ
が
リ
サ
イ
ク
ル
率
目
標
で
あ
る
。
二
〇
〇
五
年

の
協
定
で
規
定
さ
れ
て
い
る
使
用
済
み
容
器
包
装
の
リ
サ
イ
ク
ル
率
目
標
は
、
二
〇
〇
五
年
の
四
八
％
か
ら
、
二
〇
一
〇
年
は
六
五
％

ま
で
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
さ
ら
に
、
二
〇
一
〇
年
─
二
〇
一
五
年
戦
略
計
画
書
（Strategic Plan

）
に
掲
げ
ら
れ
た
リ
サ
イ
ク
ル
率

目
標
は
こ
の
間
七
〇
％
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
一
五
年
に
達
成
さ
れ
た
リ
サ
イ
ク
ル
率
は
、
六
四
・
二
％
に
と
ど
ま
る
。

　

二
〇
一
七
年
版
協
定
に
お
け
る
目
標
も
二
〇
一
七
年
─
二
〇
二
二
年
戦
略
計
画
書
に
お
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
リ
サ
イ

ク
ル
率
目
標
は
定
め
ら
れ
て
い
な
い
。
こ
れ
に
類
似
す
る
目
標
と
し
て
は
、
二
〇
二
二
年
ま
で
に
埋
立
所
で
処
分
さ
れ
る
容
器
包
装
の

減
少
（
上
述
の
（
二
）
に
関
す
るK

PI

）
で
あ
る
が
、
具
体
的
な
数
値
は
明
記
さ
れ
て
い
な
い
。
二
〇
一
七
年
版
協
定
の
他
の
目
標
の

例
と
し
て
、
二
〇
二
〇
年
ま
で
に
、
当
事
者
の
九
〇
％
が
容
器
包
装
に
つ
い
て
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
採
用
す
る
（
上

述
の
（
一
）
に
関
す
るK

PI

）
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

三　

日
本
の
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法

　

二
〇
一
二
年
八
月
に
制
定
さ
れ
、
二
〇
一
三
年
四
月
よ
り
施
行
さ
れ
た
「
使
用
済
小
型
電
子
機
器
等
の
再
資
源
化
の
促
進
に
関
す
る

（
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）
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法
律
」（
以
下
「
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
」
と
い
う
）
の
特
徴
は
、
現
在
ま
で
の
日
本
の
個
別
リ
サ
イ
ク
ル
法
と
は
異
な
り
、
製
造

業
者
に
リ
サ
イ
ク
ル
の
義
務
を
負
わ
せ
て
い
な
い
と
い
う
点
に
あ
る
。
製
造
業
者
に
は
、
製
品
の
設
計
・
製
造
段
階
で
、
再
資
源
化
し

や
す
い
製
品
を
造
る
努
力
義
務
が
課
せ
ら
れ
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
（
同
法
第
九
条
）。

　

同
法
の
も
と
で
リ
サ
イ
ク
ル
は
、
次
の
よ
う
な
流
れ
で
実
施
さ
れ
る
。
消
費
者
は
、
対
象
小
型
家
電
を
排
出
す
る
。
市
町
村
は
、
回

収
し
た
小
型
家
電
を
認
定
事
業
者
に
引
き
渡
す
。
認
定
事
業
者
は
、
引
き
取
っ
た
小
型
家
電
の
再
資
源
化
な
ど
を
行
う
、
と
い
う
流
れ

で
あ
る
。
し
か
し
、
小
型
家
電
を
回
収
し
て
い
る
市
町
村
が
同
法
の
制
度
に
従
う
か
は
市
町
村
の
意
思
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
。

　

上
述
の
製
造
業
者
の
努
力
義
務
、
市
町
村
の
選
択
能
力
に
加
え
、
認
定
事
業
者
に
な
る
こ
と
も
意
思
決
定
に
よ
る
も
の
で
あ
る
た
め
、

同
法
は
あ
く
ま
で
事
業
者
の
自
主
的
取
組
を
定
め
た
に
す
ぎ
な
い
。
一
方
、
同
法
の
下
で
の
認
定
事
業
者
は
収
集
を
行
お
う
と
す
る
区

域
の
市
町
村
が
回
収
し
た
小
型
家
電
に
つ
い
て
引
き
取
る
義
務
を
課
さ
れ
て
い
る
（
同
法
第
一
二
条
）。

　

認
定
事
業
者
制
度
は
同
法
の
革
新
的
な
部
分
で
あ
る
。
小
型
家
電
の
収
集
、
運
搬
と
処
分
の
事
業
を
行
お
う
と
す
る
者
は
、「
再
資

源
化
事
業
者
計
画
」
を
作
成
し
、
主
務
大
臣
の
認
定
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
同
計
画
の
必
須
記
載
事
項
の
例
と
し
て
、
収
集
を

行
お
う
と
す
る
区
域
が
挙
げ
ら
れ
る
（
同
法
第
一
〇
条
）。
広
域
処
理
が
可
能
な
た
め
、
廃
棄
物
処
理
法
に
基
づ
く
そ
れ
ぞ
れ
の
自
治

体
に
お
け
る
廃
棄
物
事
業
者
と
し
て
の
許
可
取
得
が
必
要
で
は
な
く
な
っ
た
（
同
法
第
一
三
条
）。

　

認
定
事
業
者
は
、
毎
年
当
該
認
定
に
係
る
事
業
の
実
施
の
状
況
に
関
し
、
報
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
の
報
告
書
に
記

載
す
る
事
項
は
、
例
え
ば
、
一
年
間
に
引
き
取
っ
た
使
用
済
小
型
家
電
の
数
量
や
再
資
源
化
に
よ
り
得
ら
れ
た
資
源
の
種
類
ご
と
の
重

量
な
ど
で
あ
る
（
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
施
行
規
則
（
平
成
二
五
年
三
月
六
日
経
済
産
業
省
・
環
境
省
令
第
三
号
）
第
一
五
条
）。

こ
の
デ
ー
タ
を
基
に
、
同
法
の
目
標
を
達
成
し
た
か
に
つ
い
て
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

同
法
第
三
条
は
、
基
本
方
針
に
お
い
て
、
小
型
家
電
の
再
資
源
化
を
実
施
す
べ
き
量
に
関
す
る
目
標
な
ど
を
規
定
し
て
い
る
。
二
〇

（
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（
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一
五
年
ま
で
市
町
村
又
は
認
定
事
業
者
に
よ
り
回
収
さ
れ
再
資
源
化
を
実
施
し
た
量
に
関
し
、
一
年
当
た
り
一
四
万
ト
ン
及
び
一
人
一

年
当
た
り
約
一
キ
ロ
グ
ラ
ム
と
い
う
二
つ
の
目
標
を
定
め
て
い
る
（
基
本
方
針
第
二
項
）。
同
目
標
に
関
し
、
二
〇
一
五
年
に
目
標
達

成
の
予
定
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
同
年
の
市
町
村
参
加
率
は
七
〇
％
（
人
口
ベ
ー
ス
八
六
・
八
％
）
で
あ
っ
た
も
の
の
、
回
収
量
は
約

六
・
七
万
ト
ン
／
年
、
一
人
当
た
り
の
回
収
量
は
〇
・
五
三
ｇ
／
人
・
年
で
あ
っ
た
た
め
、
目
標
未
達
成
と
な
っ
た
。

　

資
源
価
格
の
下
落
は
回
収
量
目
標
を
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
要
因
の
一
つ
と
さ
れ
て
い
る
。
貴
金
属
の
含
有
量
が
多
い
携

帯
電
話
等
の
特
定
対
象
品
目
の
回
収
量
は
拡
大
し
て
い
る
が
、
鉄
等
の
市
場
価
値
の
下
落
に
よ
り
、
特
に
鉄
等
を
多
く
含
む
比
較
的
重

量
の
大
き
い
小
型
家
電
の
回
収
に
つ
い
て
は
進
ん
で
い
な
い
こ
と
が
う
か
が
わ
れ
る
。
ま
た
、
市
町
村
の
取
組
状
況
の
差
や
制
度
の
認

知
度
の
不
足
も
未
達
成
の
要
因
と
さ
れ
て
い
る

　

一
方
、
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
制
度
に
お
い
て
は
、
小
型
家
電
の
回
収
が
二
〇
一
三
年
の
二
三
九
七
一
ト
ン
か
ら
二
〇
一
五
年

の
六
六
九
七
八
ト
ン
に
、
再
資
源
化
さ
れ
た
金
属
の
重
量
は
、
二
〇
一
三
年
の
七
五
一
四
ト
ン
か
ら
二
〇
一
五
年
の
二
九
九
九
四
ト
ン

に
増
加
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
目
標
は
未
達
成
と
な
っ
た
が
、
回
収
量
、
再
資
源
化
量
は
進
ん
で
い
る
と
言
え
る
。

四　

比
較
分
析
─
類
似
と
相
違

　

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
容
器
包
装
廃
棄
物
制
度
と
日
本
の
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
に
は
、
次
の
類
似
点
が
あ
る
た
め
、
両
制
度
は

プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
の
要
素
の
あ
る
政
策
で
あ
る
と
い
え
る
。
第
一
に
、
製
造
業
者
が
製
品
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク

ル
の
使
用
済
み
段
階
に
対
し
て
責
任
を
負
わ
ず
、
製
品
の
設
計
・
製
造
段
階
に
お
い
て
廃
棄
物
を
低
減
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
る
こ

と
に
な
っ
て
お
り
、
第
二
に
、
自
治
体
が
使
用
済
み
製
品
を
回
収
し
、
処
理
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
と
い
う
点
で
あ
る
。
日
本
の
小

型
家
電
の
処
理
制
度
は
、
認
定
事
業
者
制
度
に
よ
り
市
町
村
自
体
の
処
理
負
担
が
軽
減
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
使
用
済
み
段
階
に
お
い

（
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）

（
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）

（
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て
、
市
町
村
が
責
任
を
負
う
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
製
造
業
者
は
責
任
を
負
わ
な
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
両
制
度
は
目
標
未

達
成
状
態
で
あ
る
が
、
制
度
導
入
以
降
、
回
収
量
、
再
資
源
化
量
、
リ
サ
イ
ク
ル
率
な
ど
が
進
ん
で
い
る
と
い
う
共
通
点
が
明
ら
か
に

な
っ
た
。

　

両
制
度
間
の
相
違
点
も
多
い
が
、
次
の
事
項
が
最
も
重
要
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
全
国
の
容
器
包
装
廃
棄
物
に
関
す
る
個
別
リ
サ

イ
ク
ル
法
な
ど
が
立
法
化
さ
れ
て
い
な
い
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
お
い
て
、
容
器
包
装
廃
棄
物
制
度
は
協
定
に
よ
り
導
入
さ
れ
て
い
る
た

め
、
事
業
者
を
加
盟
さ
せ
る
推
進
手
法
と
し
て
、N

EPM
 U

PM

制
度
が
採
用
さ
れ
て
い
る
。
他
方
、
日
本
の
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル

制
度
は
、
法
律
に
よ
っ
て
導
入
さ
れ
て
い
る
が
、
認
定
事
業
者
に
対
す
る
引
取
義
務
を
除
き
、
自
主
的
な
仕
組
み
と
し
て
構
築
さ
れ
て

い
る
。
し
た
が
っ
て
、
基
本
的
に
同
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
は
、
経
済
的
に
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
場
合
の
み
と
な
る
。

　

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
制
度
で
は
、
製
造
業
者
な
ど
が
製
品
使
用
済
み
段
階
に
対
し
て
責
任
を
負
わ
な
い
が
、
協
定
の
目
的
を
達
成
す

る
た
め
の
行
動
を
開
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
こ
の
情
報
は
独
立
監
査
に
よ
り
確
認
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
従
わ
な
い
場
合
、
製
造
業

者
な
ど
に
対
し
て
制
裁
の
手
続
き
を
発
動
で
き
る
。
一
方
、
日
本
の
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
第
九
条
は
、
同
法
の
製
造
業
者
に
関

す
る
唯
一
の
条
項
で
あ
り
、
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
製
品
の
設
計
・
製
造
段
階
に
お
い
て
再
資
源
化
し
や
す
い
製
品
を
造
る
努
力
義
務
が
課

さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
ど
の
よ
う
に
努
め
て
い
る
の
か
に
つ
い
て
の
報
告
義
務
は
な
く
、
制
裁
が
規
定
さ
れ
て
い
な
い
。

　

日
本
の
制
度
で
は
、
製
造
業
者
は
何
ら
財
政
的
負
担
を
負
わ
な
い
一
方
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
お
け
る
協
定
の
当
事
者
は
会
費
を
支

払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
同
会
費
は
協
定
資
金
の
財
源
と
な
り
、
自
治
体
の
廃
棄
物
管
理
費
用
に
は
適
用
さ
れ
な
い
が
、
自
治
体
は

そ
の
基
金
を
利
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
リ
サ
イ
ク
ル
促
進
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
た
め
の
財
政
支
援
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
。
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お
わ
り
に
─
日
本
の
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
へ
の
貢
献

　

日
本
の
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
に
よ
り
構
築
さ
れ
た
制
度
は
、EPR

の
仕
組
み
で
は
な
い
こ
と
に
つ
い
て
、
見
解
の
一
致
が
あ

る
が
、
現
在
ま
で
、
同
法
の
原
則
に
つ
い
て
、
理
論
的
に
論
じ
ら
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
本
稿
に
よ
り
日
本
は
同
法
に
お
い
て
プ
ロ

ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
を
適
用
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

な
ぜ
な
ら
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
の
重
要
な
特
徴
は
、
生
産
者
が
製
品
の
設
計
・
製
造
段
階
に
つ
い
て
は
責

任
を
負
う
も
の
の
、
製
品
の
使
用
済
み
段
階
で
は
何
ら
の
法
的
義
務
を
負
わ
な
い
も
の
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル

法
で
は
、
製
造
業
者
は
、
製
造
段
階
に
お
い
て
リ
サ
イ
ク
ル
し
や
す
い
電
子
機
器
を
製
造
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
再

資
源
化
は
義
務
付
け
ら
れ
て
お
ら
ず
、
市
町
村
が
、
小
型
家
電
を
回
収
し
、
認
定
事
業
者
に
引
き
渡
す
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
意

味
で
、
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
は
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
の
要
素
の
あ
る
仕
組
み
で
あ
る
と
言
え
る
。

　

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
、
一
九
九
〇
年
代
よ
り
、
容
器
包
装
廃
棄
物
協
定
制
度
に
、
同
原
則
を
適
用
し
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
、
四
つ
の

協
定
（
一
九
九
九
年
、
二
〇
〇
五
年
、
二
〇
一
〇
年
、
二
〇
一
七
年
）
が
締
結
さ
れ
て
い
る
。
一
九
九
九
年
の
第
一
次
協
定
と
二
〇
一

七
年
の
第
四
次
協
定
の
相
違
点
は
、
ブ
ラ
ン
ド
・
オ
ー
ナ
ー
の
報
告
制
度
に
あ
る
。
二
〇
〇
五
年
ま
で
、
報
告
基
準
が
定
め
ら
れ
て
い

な
か
っ
た
た
め
、
協
定
制
度
の
有
効
性
を
評
価
し
に
く
い
状
態
に
あ
っ
た
。
し
か
し
、K

PI

な
ど
が
導
入
さ
れ
て
以
降
、
制
度
の
長
所

と
短
所
が
明
ら
か
に
な
り
、
調
整
の
必
要
な
と
こ
ろ
だ
け
で
は
な
く
、
ブ
ラ
ン
ド
・
オ
ー
ナ
ー
の
協
力
の
程
度
、
す
な
わ
ち
、
ブ
ラ
ン

ド
・
オ
ー
ナ
ー
は
製
品
の
設
計
・
製
造
段
階
に
お
い
て
ど
の
程
度
廃
棄
物
の
減
少
や
協
定
自
体
に
取
り
組
ん
で
い
る
の
か
を
明
ら
か
に

す
る
こ
と
で
、
協
定
へ
の
取
組
み
具
合
を
透
明
化
す
る
効
果
も
あ
っ
た
。

　

日
本
の
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
は
、
市
町
村
と
認
定
事
業
者
の
観
点
か
ら
評
価
さ
れ
て
い
る
が
、
多
数
の
小
型
の
製
造
業
者
が

（
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ど
の
よ
う
に
協
力
し
て
い
る
か
は
不
明
で
あ
る
。
同
制
度
に
よ
り
、
製
造
業
者
は
製
品
の
使
用
済
み
段
階
に
つ
い
て
責
任
を
負
わ
な
い

が
、
最
低
限
、
年
次
報
告
を
通
し
て
、
設
計
・
製
造
段
階
、
再
資
源
化
し
や
す
い
製
品
を
造
る
た
め
の
措
置
を
開
示
し
、
指
標
に
よ
っ

て
制
度
の
進
捗
状
況
を
公
開
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
制
度
の
よ
う
に
、
報
告
書
の
内
容
は
独
立
監
査
で
確
認

さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

　

な
お
、
日
本
で
は
、
リ
サ
イ
ク
ル
の
自
主
的
取
組
に
つ
い
て
、
事
業
者
に
報
告
さ
せ
る
べ
き
と
い
う
主
張
が
な
さ
れ
て
お
り
、
大
塚

直
教
授
は
、
資
源
有
効
利
用
促
進
法
に
つ
い
て
、
事
業
者
の
リ
サ
イ
ク
ル
目
標
達
成
の
程
度
に
関
す
る
公
開
義
務
を
課
す
規
定
を
置
く

べ
き
で
あ
っ
た
と
述
べ
て
い
る
。

　

プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
原
則
は
、
製
品
の
使
用
済
み
段
階
の
環
境
へ
の
悪
影
響
を
製
造
業
者
に
内
部
化
さ
せ
ず
、
社

会
の
負
担
が
継
続
す
る
と
い
う
弱
点
が
あ
る
。
一
方
、
景
気
の
低
迷
に
よ
り
リ
サ
イ
ク
ル
義
務
な
ど
が
課
し
に
く
い
状
態
で
同
原
則
が

採
用
さ
れ
た
こ
と
は
廃
棄
物
政
策
に
お
い
て
第
一
歩
と
な
り
う
る
。
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
や
評
価
に
よ
っ
て
改
善
点
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
上

で
、
制
度
が
展
開
し
て
い
く
傾
向
が
あ
り
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
そ
の
一
例
と
い
え
る
。
ま
た
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
制
度
の
よ
う
に
、

製
造
業
者
の
財
政
で
、
市
町
村
が
利
用
で
き
る
基
金
を
新
設
す
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
こ
の
基
金
で
、
市
町
村
の
小
型
家
電
廃
棄
物
の
回

収
・
運
搬
に
係
る
費
用
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
。

　

プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
の
要
素
の
あ
る
日
本
の
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
は
、
今
後
は
、
製
造
業
者
に
行
動
報
告
の

義
務
づ
け
、
独
立
監
査
制
度
を
採
用
し
た
法
改
正
を
行
い
、
市
町
村
の
廃
棄
物
処
理
の
負
担
を
軽
減
し
つ
つ
、EPR

に
よ
り
近
い
制

度
へ
と
歩
を
進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
廃
棄
物
政
策
の
向
上
に
繋
が
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

D
O

W
 CH

E
M

ICA
L. 2000. H

olding N
ature Sacred. A

round D
ow

 - Special Com
m

em
orative Issue, pp. 35-43. http://

（
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）

（
1
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bhopal.bard.edu/resources/docum
ents/H

oldingN
atureSacred.pdf. (A

pril 12, 2017), p. 39.

ま
た
米
国
の
ダ
ウ
・
ケ
ミ
カ
ル
会
社
の

「
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
」
方
針
に
つ
い
て
は
、
次
の
文
献
を
参
照
。Branson, D

. R. (1977). A
 N

ew
 Capacity Fluid: A

 
Case Study in Product Stew

ardship. In: F. L. M
eyer and J. L. H

am
elink (eds.), A

quatic T
oxicology and H

azard Evaluation, 
A

ST
M

, ST
P 634.: Philadelphia: A

m
erican Society for T

esting M
aterials, pp. 44-61 (p 45); H

ayes, W
. C. (1991). Product 

Stew
ardship and Chem

aw
are at D

ow
. In: Reducing Risk in Paint, Stripping, Proceedings of an International Conference, 

February 12-13, 1991, W
ashington D

. C.: U
S Environm

ental Protection A
gency, pp. 21-22 (p. 21); H

oerger, F. D
., Ram

py, L. 
W

., Rausch, D
. A

., and Bus, Jam
es S. (2009) Industrial Perspectives: T

ranslating the K
now

ledge Base into Corporate 
Policies, Program

s, and Practices for H
ealth Protection. In: M

. Lippm
an (ed.), Environm

ental T
oxicants: H

um
an Exposures 

and T
heir H

ealth Effects, T
hird Edition, H

oboken: John W
illey &

 Sons Inc., pp. 107-119 (p. 114); Senate – U
nited States of 

A
m

erica (1973). T
oxic substances control act of 1973, H

earings before the E
nvironm

ent Subcom
m

ittee of the Com
m

ittee on 
Com

m
erce, U

nited States, Senate, N
inety-T

hird Congress, First Session on hearings, N
inety-third Congress, first session, 

on S. 426 and A
m

endm
ents 1, 8, and 9 .. / [and] S. 888 ... February 23, 26, and M

arch 21, 1973. W
ashington: U

. S. 
Governm

ent Printing O
ffice. http://catalog.hathitrust.org/Record/003212505 (January 27, 2016), p. 315.

ICCA
 – International Council of Chem

ical A
ssociations (2015). 2015 Responsible Care Status Report. https://w

w
w

.
icca-chem

.org/w
p-content/uploads/2015/09/2015-Responsible-Care-Status-Report.pdf (July 25, 2017), p. 2.

U
nited N

ations (1992). A
genda 21. https://sustainabledevelopm

ent.un.org/content/docum
ents/A

genda21.pdf (July 25, 
2017), pp. 227, 233, 289.

PCSD

は
、「
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
」
で
は
な
く
、「
拡
大
製
品
責
任
」（Extended Product Responsibility

）
と
い

う
表
現
を
用
い
た
。
現
在
で
も
、
両
表
現
は
同
義
と
さ
れ
て
い
る
場
合
も
あ
る
が
、
一
九
九
〇
年
代
後
半
か
ら
、
拡
大
製
品
責
任
と
い
う
用
語
に

代
え
て
、
次
第
に
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
と
い
う
表
現
が
一
般
的
に
用
い
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
次
の
文
献
を
参
照
。T

iago 
T

rentinella

（2016

）「
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
に
基
づ
く
リ
サ
イ
ク
ル
政
策
の
展
開
─
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
お
け
る
協
定
手
法

の
活
用
」
環
境
法
政
策
学
会
誌
第
一
九
号
、
二
五
七
─
二
七
四
頁
。

PCSD
 – President

’s Council on Sustainable D
evelopm

ent – U
nited States (1996). Sustainable A

m
erica – A

 N
ew

 

（
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（
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Consensus for the Prosperity, O
pportunity and a H

ealthy E
nvironm

ent for the Future. http://clinton2.nara.gov/PCSD
/

Publications/T
F_ Reports/am

er-top. htm
l (July 25, 2017), Chapter 2.

Fishbein, B. (1996). E
xtended Producer R

esponsibility: A
 N

ew
 Concept Spreads A

round the W
orld. Rutgers U

niversity 
D

em
anufacturing Partnership Program

 N
ew

sletter, 1 (2). http://archive.grrn.org /resources/Fishbein.htm
l (July 14, 2017); 

Fishbein, B. (2000). T
he E

PR
 policy challenge for the U

nited States. In: B.K
. Fishbein, J. Ehrenfeld, and J. Y

oung. (eds.) Ex-
tended producer responsibility: a m

aterials policy for the 21st Century, Inform
, N

ew
 Y

ork, 55-112. http://infohouse.p2ric.
org/ref/14/13824/EPR3.pdf (July 14, 2017), p. 74.

O
ECD

 – O
rganisation for Econom

ic Co-operation and D
evelopm

ent (2001). E
xtended Producer R

esponsibility-A
 G

uid-
ance M

anual for G
overnm

ents. O
ECD

 Publishing, Paris, p. 18; O
ECD

 – O
rganisation for Econom

ic Co-operation and D
evel-

opm
ent and M

O
E – M

inistry of the Environm
ent - Japan (2014). T

he State of Play on E
xtended Producer R

esponsibility 
(E

PR
): O

pportunities and Challenges. Global Forum
 on Environm

ent: Prom
oting Sustainable M

aterials M
anagem

ent 
through Extended Producer Responsibility (EPR) 17-19 June 2014, T

okyo, Japan. https://w
w

w
.oecd.org/environm

ent/
w

aste/ Global%
20Forum

%
20T

okyo%
20Issues%

20Paper%
2030-5-2014.pdf (A

pril 11, 2016), pp. 3-4; O
ECD

 – O
rganisation 

for Econom
ic Co-operation and D

evelopm
ent (2016). E

xtended Producer R
esponsibility: U

pdated G
uidance for E

fficient 
W

aste M
anagem

ent. O
ECD

 Publishing, Paris, p. 21.

つ
ま
り
、EPR

と
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
は
、｢

生
産
者
の
責
任
の
発
生
場
面｣

と｢

自
治
体
の
廃
棄
物
管
理
の
現
状
変
更

有
無｣

と
い
う
二
点
に
お
い
て
決
定
的
に
異
な
る
。｢

生
産
者
の
責
任
の
発
生
場
面｣

に
つ
い
て
は
、EPR

が
責
任
を
製
品
の
使
用
済
段
階
に
集

中
さ
せ
る
の
に
対
し
て
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
は
製
品
の
設
計
・
製
造
段
階
を
対
象
と
す
る
。｢

自
治
体
の
廃
棄
物
管
理
の
現

状
変
更
の
有
無｣

に
つ
い
て
は
、EPR

は
自
治
体
の
廃
棄
物
処
理
の
費
用
負
担
を
軽
減
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
廃
棄
物
処
理
の
現
状
の
変
更
を
生

じ
さ
せ
る
の
に
対
し
て
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
・
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
は
そ
う
し
た
現
状
変
更
を
生
じ
な
い
。

A
PC

O
-A

ustralian Packaging C
ovenant O

rganisation (2017). A
ustralian P

ackaging C
ovenant. http://w

w
w

.
packagingcovena nt.org.au/data/Resources/2017/A

ustralian_Packaging_Covenant_2017.pdf (A
pril 19, 2017), p. 1.

前
掲
注
（
9
）
参
照
、
一
五
頁
。
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前
掲
注
（
9
）
参
照
、
一
〇
─
一
一
頁
。

GLA
N

V
ILLE, K

. (2016). A
ustralian Packaging Covenant O

rganisation Ltd., Com
pany Profile, N

ovem
ber 2016. http:// 

w
w

w
.packagingcovenant.org.au/data/Policies/ A

PCO
_Com

pany_Profile_N
ov2016.pdf (A

pril 20, 2017), pp. 3, 7.

前
掲
注
（
9
）
参
照
、
二
三
─
二
四
頁
。

 K
PI

は
、
二
〇
〇
五
年
以
降
設
け
ら
れ
て
い
る
。
前
掲
注
（
4
）
参
照
、T

iago T
rentinella

（2016

）
二
六
三
頁
。

A
PCO

-A
ustralian Packaging Covenant O

rganisation (2017). C
ovenant Strategic P

lan 2017-2022. http://w
w

w
.

packaging covenant.org.au/data/Publications/Covenant_Strategic_Plan_D
ecem

ber_2016.pdf (A
pril 20, 2017), p. 17.

前
掲
注
（
9
）
参
照
、
一
三
頁
。

前
掲
注
（
9
）
参
照
、
二
頁
。

N
EPM

に
つ
い
て
、
前
掲
注
（
4
）
参
照
、T

iago T
rentinella

（2016

）
二
六
二
─
二
六
三
頁
。

二
〇
一
六
年
ま
で
の
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
容
器
包
装
協
定
の
目
標
と
実
績
に
つ
い
て
は
、
次
の
文
献
を
参
照
。A

PCC-A
ustralian 

Packaging C
ovenant C

ouncil (2011). T
he N

ational P
ackaging C

ovenant, A
nnual R

eport 2010. http://w
w

w
.

packagingcovenant.org.au/data/Publications/N
PC_A

R_09-10_FIN
A

L_v3.pdf (July 27, 2017), p. 9

、A
PCC-A

ustralian 
Packaging C

ovenant C
ouncil (2015). A

ustralian P
ackaging C

ovenant-A
nnual R

eport 2014-2015. http://w
w

w
.

packagingcovenant.org.au/data/A
PC_A

nnual_Report_2014-15.pdf (July 27, 2017), p. 7.

現
在
の
目
標
と
実
績
に
つ
い
て
は
、
次
の

文
献
を
参
照
。
前
掲
注
（
15
）
参
照
、
一
七
─
二
一
頁
。

な
お
、
同
協
定
の
実
績
は
本
稿
執
筆
ま
で
に
公
開
さ
れ
て
い
な
い
。

中
央
環
境
審
議
会
「
小
型
電
気
電
子
機
器
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
の
在
り
方
に
つ
い
て
（
第
一
次
答
申
）」、http://w

w
w

.env.go.jp/press/
files/jp/19123.pdf

（
二
〇
一
七
年
四
月
一
九
日
）、
二
二
頁
。
ま
た
、
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
に
つ
い
て
、
次
の
文
献
を
参
照
。
細
田
衛
士

「
使
用
済
み
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
の
展
望
と
課
題
」
い
ん
だ
す
と
第
二
六
巻
第
一
〇
号
五
─
九
頁
（
二
〇
一
一
年
）、
森
下
哲
「
小
型
電
気
電

子
機
器
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
の
検
討
─
─
循
環
型
社
会
形
成
の
観
点
か
ら
─
─
」
都
市
清
掃
第
六
四
巻
第
三
〇
三
号
四
三
九
─
四
四
四
頁
（
二
〇
一

一
年
）、
大
塚
直
「
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
意
義
と
法
的
課
題
」
廃
棄
物
資
源
循
環
学
会
誌
第
二
三
巻
第
四
号
三
一
九
─
三
二
六
（
二
〇
一

二
年
）、
寺
園
淳
・
吉
田
綾
「
使
用
済
家
電
製
品
の
国
内
フ
ロ
ー
に
関
す
る
考
察
と
中
古
品
輸
出
量
の
推
定
」、
廃
棄
物
資
源
循
環
学
会
誌
第
二
三

（
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）
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巻
第
四
号
二
八
〇
─
二
九
四
頁
（
二
〇
一
二
年
）、
森
下
哲
「
使
用
済
小
型
電
子
機
器
等
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
の
概
要
と
今
後
の
取
り
組
み
に
関
す

る
考
察
」
廃
棄
物
資
源
循
環
学
会
誌
第
二
三
巻
第
四
号
二
六
〇
─
二
六
七
頁
（
二
〇
一
二
年
）、
大
塚
直
「
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
施
行
」

Law
&

T
echnology

第
六
〇
巻
一
四
─
二
〇
（
二
〇
一
三
年
）、
櫻
井
義
夫
「
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
の
概
要
と
ポ
イ
ン
ト
」
い
ん
だ
す
と

第
二
八
巻
第
四
号
一
八
八
二
二
三
頁
（
二
〇
一
三
年
）、
礒
野
弥
生
「
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
と
拡
大
生
産
者
責
任
」
都
市
問
題
第
一
〇
四
巻

第
一
号
七
八
八
二
八
六
頁
（
二
〇
一
六
年
）。

前
掲
注
（
21
）
参
照
、
磯
野
八
二
頁
。

前
掲
注
（
21
）
参
照
、
磯
野
八
二
頁
。

前
掲
注
（
21
）
参
照
、
磯
野
八
二
頁
。

二
〇
一
七
年
四
月
の
改
正
後
、
目
標
達
成
期
限
は
二
〇
一
八
年
に
延
長
さ
れ
た
。

中
央
環
境
審
議
会
循
環
型
社
会
部
会
小
型
電
気
電
子
機
器
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
及
び
使
用
済
製
品
中
の
有
用
金
属
の
再
生
利
用
に
関
す
る
小
委

員
会
「
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
の
回
収
目
標
に
つ
い
て
」http://w

w
w

.env.go.jp/council/03recycle/y038-15/m
at03.pdf

、
六
頁
。

前
掲
注
（
26
）
参
照
、
三
頁
。

前
掲
注
（
26
）
参
照
、
三
頁
と
二
七
頁
。

日
本
の
小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
とEPR
と
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
次
の
文
献
を
参
照
。
前
掲
注
（
21
）
参
照
、
磯
野
（
二
〇
一
六
年
）、

八
四
頁
、
前
掲
注
（
21
）
大
塚
（
二
〇
一
二
年
）、
三
二
三
頁
を
参
照
。

大
塚
直
『
環
境
法BA

SIC

第
二
版
』（
有
斐
閣
、
二
〇
一
六
年
）
二
九
三
頁
。
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